
：燃費改善率 乗用車48～75%、貨物車13～17% 

（2005年比）（販売ベース）
※次世代自動車の普及を最大限見込んだ場合においては、

新車販売台数のうち2台に1台が次世代自動車

：全国のガソリンの3～5%相当の導入

：カーシェアリング利用者 約26～86万人
エコドライブ実践数 約2000～3200万台

：貨物輸送の低炭素化、モーダルシフト等

：鉄道 4～7％向上，船舶4～20%向上，航空17～28%

向上（2005年比）
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運輸部門では や の実現に向け、次世代自動車の導入促進、

燃費改善、利用の適正化、交通流対策などにより、 。うち、電力排出係数の

変化によって1～2％削減、運輸部門における対策によって23～28％削減。
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：排泄物管理方法の改善，施肥量削減など

：下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化，ごみ有料化，

有機性廃棄物の直接埋立禁止など

：業務用冷凍空調機器･家庭用エアコンの冷媒回収率改善，

半導体･液晶製造ラインのFガス除去装置の設置率改善など

長期的には非エネルギー起源の排出量についても 、2020年・2030年にかけて排出量

が大幅に増加する見通しである代替フロン等３ガスについて、重点的に対策を行うことが必要。

。

工業プロセス

農業部門

廃棄物部門 F-ガス

他非エネ
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：3,500～5,000万kW

：1,131万kW

：中小規模 165～600万kW，大規模 2,156万kW

：171万kW

：860万kL

：80～178万kL

：757～887万kL

エネルギーの低炭素化を進め、2050年80%削減社会を実現するためには炭素強度を年率３％近く改善させる

ことが必要。
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発
電
構
成

2020年 ▲25%ケース、2030年 対策中位ケースでは１基、2030年上位ケースでは2基の発電所にCCSが設置され、それぞれ440万トン、880万トンのCO2が隔離貯留されている。

発電電力量のうち、再生可能エネルギー電力が占める割合が2020年に17～22%、2030年には28%～33%と

なっている。
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削減量（ｔCO2)

対策A

対策B

対策C
対策D

対策E

対策F
…対策毎に対策費用と削減量を推計し、対策費用の安価な順

に並べたもの

削
減

費
用

（円
/t

C
O

2
）

 削減費用と削減量の関係図

 削減費用の計算方法

…対策のために必要な費用の年価を、その対策によって削減で
きる温室効果ガス量で割ったもの

削減費用（円/ｔCO2）＝
対策費用（円/年）

GHG削減量（tCO2/年）

…対策費用の算定には、対策のための追加的な投資費用（主に
設備費）、維持管理費用やエネルギー費用の節約分を考慮す
る。投資費用は年価に換算。

対策費用（円/年）＝ 追加的投資費用×年価に換算する係数
＋ 維持管理費用－エネルギー費用の節約額
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［運輸］自動車燃費改善
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［電力］バイオマス・廃棄物発電

［電力］中小水力
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運輸部門・投資回収年数 5年
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注）次世代自動車や太陽光発電について
は将来における価格低下を推計に織り
込んでいる。



［運輸］次世代自動車（旅客）
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注）次世代自動車や太陽光発電につい
ては将来における価格低下を推計に
織り込んでいる。
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32,100円/tCO2

1,850円/tCO2

削減量（百万tCO2）

削減費用の安い技術のみの組み合わせでは目標の達成に届かないため、削減費用の極めて高い技術も、目

標達成のための一つのオプションとして組み入れている。削減費用の高い技術はCO2を1トン削減するた

めの費用が10万円を越えるものもあるが、平均的な削減費用は投資回収を長めにした場合で1850円、短め

にした場合で32100円である。
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産業部門：投資回収年数 3～9年

家庭部門：投資回収年数 3年（*1）

業務部門：投資回収年数 3年（*1）

運輸部門：投資回収年数 5年

再エネ発電：投資回収年数 9年

*1 住宅・建築物は10年

産業部門・投資回収年数 12～15年

家庭部門・投資回収年数 8年（*2）

業務部門・投資回収年数 8年（*3）

運輸部門・投資回収年数 8年

再エネ発電・投資回収年数 12年

*2 住宅は17年，*3 建築物は15年


